
５Gの実現に向けた総務省の取組について

令 和 元 年 1 1 月 1 8 日

総 務 省 北 陸 総 合 通 信 局



・高度無線環境整備推進事業

・条件不利地域のエリア整備（基地局整備）
・５Ｇ基地局の整備
・鉄道/道路トンネルの電波遮へい対策の推進

・ローカル５Ｇ導入のための制度整備（年内）
・ローカル５Ｇ等の開発実証の推進

Society5.0を支える「ICTインフラ地域展開マスタープラン」

４Ｇ/５Ｇ携帯電話インフラの整備支援

地域での５Ｇ利活用の推進

光ファイバの整備支援

Society5.0を支える
「ICTインフラ地域展開マスタープラン」

インフラ整備支援策と地域における５Ｇ利活用の促
進策を総合的に実施することにより、ＩＣＴインフラの
地域展開を加速する。

・Society5.0時代を迎え、５ＧをはじめとするＩＣＴインフラ整備支援策と５Ｇ利活用促進策を一体的かつ効果的
に活用し、ＩＣＴインフラをできる限り早期に日本全国に展開するため、「ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン」を
策定。
・本マスタープランを実行することにより、特に地方のＩＣＴインフラの整備を加速し、都市と地方の情報格差の
ない「Society5.0時代の地方」を実現する。

自動農場管理 遠隔診療

河川等の監視の高度化

センサー、4K/8K

スマートファクトリ
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

条件不利地域の
エリア整備

（基地局整備）

居住エリア

非居住エリア

５Ｇなど高度化サービ
スの普及展開

５Ｇ基地局の整備

５Ｇ基地局向け
光ファイバの整備

ローカル５Ｇによる
エリア展開の加速

鉄道／道路トンネルの
電波遮へい対策

新幹線

在来線

高速道路

直轄国道

光ファイバ整備
居住世帯向け
光ファイバ整備

エリア外人口約1.6万人を2023年度末までに全て解消

2024年度

「ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン」の概要（ロードマップ）

住民や観光客の安心安全の確保が必要なエリアを中心に整備を支援

これまで携帯電話サービスが想定されていなかった地域のエリア化を推進

2022年度までに平均通過人員２万人以上（全輸送量の90%以上）の区間に重点をおいて対策を実施

１００％の整備率を達成・維持

９５％の整備率を達成・維持

既存の３Ｇ／４Ｇエリアへの５Ｇ基地局の導入を推進
（携帯電話等エリア整備事業（高度化事業）の活用）

光ファイバ整備の推進
（高度無線環境整備推進事業の活用）

ローカル５Ｇ等の利活用の促進

ローカル５Ｇ等の開発実証の推進

延伸区間については、
開業までに対策完了

2023年度末までに未整備世帯を約18万世帯に減少
（高度無線環境整備推進事業の活用）

「条件不利地域のエリア整備（基地局整備）」、「５Ｇなど高度化サービスの普及展開」、「鉄道／道路トンネルの
電波遮へい対策」、「光ファイバ整備」を、一体的かつ効果的に実施する。

2020年までの対策完了

開発実証の結果を踏まえ、ローカル５Ｇの利用ルール等を順次整備
ローカル５Ｇ
周波数の拡大

ローカル５Ｇ
の制度化
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Society5.0時代におけるＩＣＴインフラを活用した地域課題解決

ＩＣＴによる地域課題解決・地域活性化

エネルギー・環境

医療・福祉・介護・育児

農林水産

行政
防災・減災

観光・交通

データ
利活用

地域
実装

スマートシティ
ＩＣＴにより複数の課題を解決するためのプラットフォームの構築

ＡＩ

データ蓄積

ビッグデータ

データ分析

国内外の
他地域へ
横展開

国内外の
他地域へ
ヨコ展開

スマート農業 遠隔医療 モビリティ 地場産業

関係省庁と連携

＜地域課題解決モデルの例＞

ＩＣＴ
インフラ

光ファイバ

５Ｇ

ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン

遮へい対策ローカル５Ｇ

地域課題解決モデルの確立 関係省庁と連携

・「ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン」に沿ってＩＣＴインフラの整備と利用環境の整備を一体的に推進し、ＩＣＴによる地域
課題解決モデルを確立する。また、これらを都市機能として実装したデータ利活用型スマートシティの取組事例の拡大と、
各スマートシティ間のネットワーク化を推進する。
・さらに、全国に蓄積されたビッグデータをＡＩで分析することにより、ＩＣＴの高度な利活用によるソリューションをモデル化し
、その成果を国内外に横展開することにより、ＩＣＴによる地域課題解決・地域活性化の実現、我が国発のＩＣＴ利活用モデ
ルの海外展開を図る。

３



４

建物内や敷地内で自営の５Gネットワークとして活用

ローカル５Gの概要

ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマートファクトリ

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

ローカル5Gの特徴

 ローカル5Gは、地域や産業の個別のニーズに応じて地域の企業や自治体等の様々な主体が、
自らの建物内や敷地内でスポット的に柔軟に構築できる5Gシステム。

 例えば、通信事業者によるエリア展開がすぐに進まない地域でも、独自に5Gシステムをス
ポット的に構築・利用することが可能。

 通信事業者のサービスと比較して、使用用途に応じて必要となる性能を自ら柔軟に設定す
ることが可能であり、また、他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳などの影響
を受けにくい。

※自らローカル５Gの無線局免許を取得することも、業者に委託することも可能

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用



５

28GHz帯の100MHz幅について早期の制度化を目指す

 ローカル5Gは、4.6～4.8GHz及び28.2～29.1GHzの周波数を利用することを想定してい
るが、その中でも、他の帯域に比べて検討事項が少ないと思われる28.2～28.3GHzの
100MHz幅については、年内に制度化を行う想定。

ローカル５Ｇの候補帯域とスケジュール

2019 2020

28.2-28.3GHz
技術的条件のとりまとめ
（６月１８日）

★

それ以外の帯域
技術的条件のとり
まとめ（６月）

★

制度化、申請受付開始
（12月頃）

★

制度化、申請受付
開始（11-12月）

★

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

ローカル5G①
※公共業務用システムと要調整

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】 ローカル5G②100M
Hz 
↑↓

他システムとの周波数共用条件を検討済

※衛星通信事業者
と要調整

※当面は「屋内」又は「敷地内」
での利用を基本とする



 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通信事業者等による、
高速・大容量無線局の前提となる伝送路設備等の整備を支援。

 具体的には、電波利用料財源を活用し、無線局エントランスまでの光ファイバを整備する場合に、その事業

費の一部を電気通信事業者等に補助する。

 また、本事業により民設民営で整備を行うのと併せて、自治体が運営費等の補填として電気通信事業者に

負担金を一括で支払う場合、その一部を助成する。

高度無線環境整備推進事業

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等
エ 負担割合：

イメージ図
高速・大容量無線局の前提となる伝送路

（自治体が整備する場合等）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）

１／２
自治体（※）

１／２

【離島】

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【その他の条件不利地域】

３セク・民間
２／３

（※）財政力指数０．５以上の自治体
は国庫補助率１／３

令和２年度要求額：64.8億円
令和元年度予算額：52.5億円

６令和２年度概算要求

004083
長方形



都道
府県

２/２５

市町村
３/２５

国
４/５

携帯電話等エリア整備事業の概要

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）、伝送路施設
（光ファイバ等）を整備する場合や、無線通信事業者が高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）や基地局の開設に必要な伝送路施設を整備する場合に、国
がそれらの整備費用の一部を補助する。

施策の概要

ア 事業主体：地方公共団体 ←基地局施設・伝送路施設（設置）

無線通信事業者 ←高度化施設（設置）、伝送路施設（運用）

イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象：基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）、

高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）の設置費用

伝送路施設の運用費用（※中継回線事業者の設備の１０年分の使用料）

エ 負担割合：

イメージ図（基地局施設、伝送路施設）

③伝送路施設（海底光ファイバ）の設置費用

※２:財政力指数0.3未満の有人国境離島市町村（全部
離島）が設置する場合は4/5、道府県・離島以外
市町村の場合は1/2、東京都の場合は1/3

離島市町村
１/３

国２/３※２

①基地局施設の設置費用 ②高度化施設の設置費用・伝送路施設の運用費用

無線通信事業者

１/３
国２/３※１

※１:整備対象エリアが100世帯以上の場合は1/2

携帯電話交換局等
５Ｇ等対応設備の設置による

施設・エリアの高度化
（３G対応専用設備の４G対応
設備への高度化も含む）

イメージ図（高度化施設（②））

伝送路施設（海底光ファイバ）（③）

基地局施設（①）
伝送路施設（②）

地理的に条件不利な地域や事業採算上の問題がある地域において携帯電話等を利用可能とするとともに、５Ｇ等の高度
化サービスの普及を促進することにより、電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保することを目
的とする。

【１社参画の場合】

【複数社参画の場合】

国
１/２

市町村

３/１０
都道府県
１/５

５G等対応送受信機を設置

５G等対応アンテナを設置

○所要経費（一般会計）

令和２年度要求額 ３，５５９百万円

令和元年度予算額 ３，１６５百万円

７令和２年度概算要求

004083
長方形



地方発のアイデアの具現化には通信技術・インフラ、人的リソース・財源のマッチングが課題となっている。
地方からのアイデア/ニーズの実現を支える効率的な仕組みを構築することが必要。

地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築でき、地域課題
解決に資することが期待されている「ローカル５Ｇ」等の実現に向け、地域のニーズを踏まえた開発実証を推進。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

農業 医療

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

…

 プロジェクトの募集・選定
 メーカー等とのマッチング

 インフラ整備、実証への参画
 製品の提供

地域課題
解決モデ
ル（仮）

地域課題解決
モデルの実証

モビリティ

地域課題
解決モデ
ル（仮）

…
地域課題
解決モデ
ル（仮）

地域の産学官金・地元コンサル等

地域課題
解決モデ
ル（仮）

地場産業等

通信事業者・メーカー

 技術実証のアレンジ

実証拠点・
環境の整備

高度無線
システムの
技術実証

選定にあたっては、
 技術実証として
の有効性だけで
なく、ビジネス
として国内外へ
の展開の可能性

 参加機関自身に
よる機器提供等
何らかのコスト
負担の有無

等を考慮する。

※ 他の地域への試験導入用の機器の貸出しや、実証
成果のクラウド化等、容易に横展開できる仕組みを構築

プロジェクト事務局

地域課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証
R2要望

70.1億円 ８
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